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○　沖縄県職員の退職手当に関する条例等の一部を改正する条例（条例第１号）

１　沖縄県職員の退職手当に関する条例の一部を次のように改正することとした。＜第１条＞

　　退職手当の基本額に乗じる調整率を100分の87から100分の83.7に引き下げる。（附則第６項関係）

２　沖縄県職員の退職手当に関する条例の一部を改正する条例（昭和48年沖縄県条例第49号）の一部を次のよ

うに改正することとした。＜第２条＞

　　昭和47年12月１日時点に在職し、引き続き職員である者に係る退職手当の基本額に乗じる調整率を100分の

87から100分の83.7に引き下げる。（附則第３項関係）

３　沖縄県職員の退職手当に関する条例等の一部を改正する条例（平成15年沖縄県条例第41号）の一部を次の

ように改正することとした。＜第３条＞

　　所要の整理を行う。（附則第４項関係）

４　沖縄県職員の退職手当に関する条例の一部を改正する条例（平成18年沖縄県条例第２号）の一部を次のよ

うに改正することとした。＜第４条＞

⑴　退職手当の基本額に乗じる調整率の引下げに伴い、平成18年度の制度改正に伴う新制度切替日前日額の

保障措置に係る規定を整理する。（附則第２項関係）

⑵　その他所要の改正を行う。（附則第２項から第13項まで関係）

５　この条例は、平成30年３月１日から施行することとした。（附則第１項）

６　この条例の施行に関し、必要な経過措置を定めることとした。（附則第２項から第４項まで）

条 例

沖縄県条例第１号
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平成30年２月28日　水曜日 公　　　　報 （号外第６号）
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